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特集：人事機能変革

人事機能・組織の変革事例  
（NEC／アフラック／三菱マテリアル）

人事労務担当者の
メンタルヘルスケアを考える

実務解説

就業規則等の本社一括届け出について
労働法令

盗撮行為への社会的非難の高まりや事業の公共性等を踏まえると、従業員の職場外での盗撮行為を理由とする懲戒解雇は
社会通念上相当であり有効
（日本郵便事件　名古屋高裁　令 7. 3.25判決）

労働判例

実務解説

データに基づく組織改善を図るための
社内サーベイ設計・検証方法

実務解説

労働関係法律─基本解説
第15回　雇止め

●被災し、家族が行方不明となった社員に、会社はどのように対応をすべきか
●アパート相続により高額の家賃収入が見込まれる社員に対し、副業としてのアパート経営を禁止すべきか
●始業直後や休憩時間の前後はトイレ・喫煙所の利用を原則禁止し、上司の許可制とすることは問題か
●AIを用いた人事評価データの開示請求にどう対応すべきか
●退職した元社員が、手書きのメモを証拠に未払い残業代を請求してきた場合、支払いを拒否できるか
●解雇権濫用法理における社会的相当性の判断基準とは
●障害のある従業員に、自動車による近距離通勤を特例的に認める場合の留意点
●営業外勤者が勤務中の居眠りで火災に巻き込まれた場合、労災となるか。また、被災した社用車の修理費を請求できるか

相談室Q&A
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